様式第１号（第２条関係）
	補助金等交付申請書
令和７年５月３０日　
　　　秋田県知事　あて
                                 住　　 所　 秋田市山王３－１－１    

　　　　　　　　　　　　　             商号又は名称　株式会社秋田県      　　
　氏　 　名　 代表取締役　秋田　花子 (
　　令和７年度において、次のとおり補助金等を交付されるよう申請します。
　１　補助金等の名称　　　令和７年度 海外展開支援事業費補助金（一般枠）
  ２　補助金等申請額　　　４６５，０００円

  ３　補助事業の実施期間　　　交付決定日
　～　令和８年３月３１日



注　補助事業等の実施計画書及び収支予算書は、別紙により添付のこと。

様式第２号（第２条関係）

	収支予算書
　収入の部                          　　　                     　　　（単位：円）

	
	区分
	本年度

予算額
	前年度

予算額
	差引増減
	摘要
	

	
	
	
	
	増
	減
	
	

	
	自己資金
海外展開支援事業費補助金

	465,000

465,000


	0

0


	465,000

465,000


	
	
	

	
	合計
	930,000
	0
	930,000
	
	
	

	
	※税込額を記載すること
※自己資金、県補助金以外の収入がある場合は、必ず記載すること
	

	支出の部

	
	区分
	本年度

予算額
	前年度

予算額
	差引増減
	摘要
	

	
	
	
	
	増
	減
	
	

	
	見本市等出展事業
海外向けＰＲ資料作成事業


	530,000
400,000

	0
0

	530,000
400,000

	
	
	

	
	       合計
	930,000
	0
	930,000

	
	
	

	
	※税込額を記載すること
※事業実施計画書「３．経費配分」に記載の事業区分ごとの総事業費小計を記載すること
	

	


様式第１号（海外展開支援事業費補助金(一般枠)）
事業実施計画書
１　会社概要
	項目
	概要記載欄

	(1)会社名
	株式会社　秋田県

	(2)設立年（西暦）
	1970年

	(3)
代表者職氏名
	代表取締役　秋田　花子

	(4)
業種・事業内容
	(業種)

食品製造業

(事業内容)
（○○の製造、販売）

	(5)住所
	〒010－8572　

秋田市山王３－１－１

	(6)電話・FAX番号
	TEL 018-860-2218  FAX 018-860-3887

	(7)資本金額
	3,000万円

	(8)
従業員数(令和7年4月1日現在の常時使用する従業員の数)
	60名

	(9)
財務諸表の分析結果
	○年に損失が大きかったのは、～によるもの。短期的に見ると概ね健全であるが、長期的には○○○が課題。

	(10)関連会社との資本関係
	○○○社（東京都）○株保有（全○株）、役員就任　○名のうち○名（全○名中）

	(11)
補助金事務担当者連絡先

所属・職・氏名

電話番号・ﾒｰﾙｱﾄﾞﾚｽ
	営業課　主任　秋田　健

TEL 018-860-2218　　

com-tra@pref.akita.lg.jp


※(9)財務諸表２年分を分析し、長所と短所それぞれを記載すること。

※(10)みなし大企業の該当有無を確認するため、関連会社による資本保有率、役員就任状況を記載すること。

２　令和７年度事業計画
	A　事業区分
	B　事業内容

	見本市等出展事業

	(1)対象国・都市名：

ベトナム・ハノイ

（その国を選択した理由）

　ベトナムは経済成長が著しく、自社の主力商品である○○の需要も伸びてきているため、人口が多い首都北京での販路開拓をねらう。

	
	(2)事業目的・必要性

当社ではハノイへのインポーターをまだ確保していないことから、ベトナムでの販路開拓に向けて、取引候補との商談を実施する。また、ベトナム向けの商品パッケージ改良を行うため、自社製品○○○に対する現地の意見を確認する必要がある。

	
	(3)実施内容

①商品、サービス等

※海外での販路拡大を目指す商品、サービス等について明記すること。

　○○○
②事業内容

※見本市等出展の場合は、見本市等の名称、主催者、見本市等の概要を明記すること。

展示会△△△への出展（令和○年○月○日～○月○日開催）

　・主催者　　

○○○○

　・概要　　　

毎年ハノイで開催される国際食品見本市で、例年、国内外から約３万人が来場する。

　・開催場所

　　ベトナム・ハノイ　○○○センター　

③事業実施時期及びスケジュール

　令和○年○月～○月実施
○月　現地展示会に社員１名を派遣する。当社製品○○○の現地反応を確認するとともに現地市場調査を行う。
○月　個別に取引候補と現地で商談を実施する。

○月　個別商談の成果を踏まえ、インポーターを決定する。

④海外展開に係る社内の体制

　専任海外取引担当者１名（前職○○商社、１０年ほど北京駐在経験有）

	
	

	
	(4)目標
（期待する成果）

※具体的な数値目標があれば記載すること。

展示会では、少なくとも２０社に商品ＰＲをしたい。最終的に、候補を２社程度に絞りこみ、本事業中にインポーターを決定する。

	
	(5)国や県等公的機関からの支援の有無（予定も含む）

有

○○協会の○○事業に参加する予定。

	海外向けＰＲ資料作成事業

	(1)対象国・都市名：

ベトナム・ハノイ

（その国を選択した理由）

見本市等出展事業記載内容に同じ。

	
	(2)事業目的・必要性

現在、日本語と英語の自社ウエブサイトはあるが、ベトナム語版がない。今後ベトナムでの販路開拓を図る上で自社をＰＲする手段として、ベトナム語版ウエブサイト等の構築が必要である。

	
	(3)実施内容

①商品、サービス等

※海外での販路拡大を目指す商品、サービス等について明記すること。

　○○○
②事業内容

※見本市等出展の場合は、見本市等の名称、主催者、見本市等の概要を明記すること。

自社及び自社製品をPRするため、ベトナム語版ウェブサイトを構築する。

③事業実施時期及びスケジュール

○月までにウェブサイトをアップする。

○月　県内○○社と打ち合わせ。

○月　ウェブサイト構築・アップ

④海外展開に係る社内の体制

見本市等出展事業記載内容に同じ。

	
	(4)目標（期待する成果）

※具体的な数値目標があれば記載すること。

ウェブサイトのアクセス件数を○件から○件まで伸ばしたい。また、ベトナムからの問い合わせや注文を伸ばしたい。

	
	(5)国や県等公的機関からの支援の有無（予定も含む）

無


※(3)「実施内容」は発生する経費が分かるように具体的に記載すること。

３　経費配分                                                      　　　　　　　　
（単位：円）
	A
事業区分
	B経費区分

	C総事業費
	D補助対象事業費
	E
補助金
申請額
	F
備　　考
（積算内訳）

	見本市等出展事業

	輸送経費

・海外輸送費

出展経費

・ブース装飾費

通訳費

・謝金

旅費

・交通費

小計
	20,000
300,000

60,000

150,000

530,000
	20,000
300,0000

60,000

150,000

530,000
	
	EMS料金一式20,000

（過去実績による）
過去実績による。
＠20,000×3日(見積)
航空券代　秋田～ハノイ往復

＠150,000*1名(見積）

	海外向けＰＲ資料作成事業
	海外向けＰＲ資料作成費

・ベトナム語版ｳｪﾌﾞ構築費

小計
	400,000

400,000
	400,000

400,000
	
	委託料一式400,000(見積)

	合　　計
	930,000
	930,000
	465,000
	


※Ｃ欄は税込み額を記載すること。

※Ｄ欄は税抜き額を記載すること。　
※Ｅ欄合計額はＤ欄の1/2（千円未満切捨）とし、上限80万円とする。

様式第２号（海外展開支援事業費補助金(一般枠)）
海外展開の実績及び今後の事業計画
１　海外展開の実績
	（１）海外事業を始めた時期
	令和５年１０月頃

	（２）過去に海外事業を実施した国・地域（都市）名
	韓国・ソウル市



２　今回の対象国・地域（都市）名
　　申請事業の実施対象国・都市名を記載してください。
	ベトナム・ハノイ市



３　２の対象国・地域（都市）を選択した理由
	国内需要が伸び悩んでいる中、経済成長が著しいベトナムの首都であるハノイで近年自社の主力商品である○○の需要が伸びてきているため、新たな市場としてハノイを対象とすることとした。


４　海外展開の実績と現状、今後の計画
（１）これまでの実績と現状
　　１（１）の海外事業を始めた時期以降の活動実績と現状について、展開先の国・地域（都市）ごとに記載してください。
	展開先
(国・地域（都市）名)
	実施時期
	活動実績と現状
（事業内容と成約件数・取引段階などの結果を具体的に）
	公的機関からの支援
※


	韓国・ソウル市
ベトナム・ハノイ
	令和5年10月

令和6年

6月

令和6年

8月
	社長、社員１名で、国際総合食品見本市△△を視察後、ソウル市、△△の百貨店、飲食店を視察。

ハノイでの○○協会の商談会事業へ参加。小売店舗等の市場視察を実施したほか、インポーター数社と商談。手応えを感じ、今後ハノイへの販路開拓をすることを会社として決定した。その後、インポーターと交渉したが、取引成立には至っていない。

国際総合食品見本市△△△に初出展。十数社と商談するが、うち、数社と商談継続中。


	無

○○協会による通訳移動手段の手配。

○○協会の事業。協会で出展料を負担。


※　利用した事業名（ジェトロ等公的機関を含む）や国・県等から受けた補助金額を記載してください。
（２）今後の計画
　　　今年度の事業を踏まえ、来年度の事業計画を記載してください。来年度以降の計画を検討しているのであれば、それも記載してください。
	年度
	事業計画
（目的、目標、事業内容等について具体的に）

	令和8年度

令和9年度
	今年度事業で決定するインポーターを通じて、ベトナム向けに商品改良した○○をハノイのスーパー等で販売することを目指す。目標は数社。インポーターと協議し、継続的な取引確立とする。また、更なる販路拡大を探るため、引き続き○○協会が主催する商談会、見本市△△△に出展し、ＰＲに努める。ベトナム向け商品ラインナップを充実させるため、商品△△の現地での需要を調査する。

商品△△の商品改良を行い、インポーターを通じてスーパー等で販売することを目指す。同時に、現地スーパー等で試飲試食を行い、ＰＲに努める。○○と△△の合計で年間出荷数量○ｋｇを目指す。




様式第３号（海外展開支援事業費補助金(一般枠)）
誓約書　　

令和７年度海外展開支援事業費補助金の申請にあたり、次のことについて誓約致します。
１　国税及び地方税について （※該当する項目にチェックしてください）
□（１）応募日現在における国税及び地方税の滞納はありません。

□（２）応募日現在において以下のとおり滞納がありますが、今後、課税庁の了承した納入計画に基づいて納付します。また、このことについての調査を、貴職が行っても異議はありません。
	税金名
	課税年度
	納期
	滞納額（千円）
	今後の納付計画

	
	
	
	
	

	
	
	
	
	


※　課税庁が認めた納入計画を添付してください。
２　県及び公的金融機関等からの融資について（※該当する項目にチェックしてください）
□（１）応募日現在において県及び公的金融機関からの融資は受けていません。

□（２）応募日現在における県及び公的金融機関からの融資を受けていますが、債務の不履行はありません。

□（３）応募日現在において以下のとおり債務の不履行がありますが、今後、債権者の了承した返済計画に基づいて返済します。また、このことについての調査を、貴職が行っても異議はありません。
	債権者名
	借入年度
	納期
	不履行額（千円）
	今後の返済計画

	
	
	
	
	

	
	
	
	
	


※　債権者が認めた返済計画を添付してください。
３　反社会的勢力の排除について
次の各号のいずれかに該当する者ではありません。
一　暴力団（暴力団員による不当な行為の防止等に関する法律（平成３年法律第７７号。以下「暴力団対策法」という。）第２条第２号に規定する暴力団をいう。以下同じ。）
二　暴力団員（暴力団対策法第２条第６号に規定する暴力団員をいう。以下同じ。）
三　暴力団準構成員（暴力団員以外の暴力団と関係を有する者であって、暴力団の威力を背景に暴力的不法行為等を行うおそれがあるもの又は暴力団若しくは暴力団員に対し資金、武器等の供給を行うなど暴力団の維持若しくは運営に協力し、若しくは関与するものをいう。以下同じ。）
四　暴力団関係企業（暴力団員が実質的にその経営に関与している企業、暴力団準構成員若しくは元暴力団員が経営する企業で暴力団に資金提供を行う等暴力団の維持若しくは運営に積極的に協力し若しくは関与するもの又は業務の遂行等において積極的に暴力団を利用し、暴力団の維持若しくは運営に協力している企業をいう。）
五　総会屋等（総会屋その他企業を対象に不正な利益を求めて暴力的不法行為等を行うおそれがあり、市民生活の安全に脅威を与える者をいう。）
六　社会運動等標ぼうゴロ（社会運動若しくは政治活動を仮装し、又は標ぼうして、不正な利益を求めて暴力的不法行為等を行うおそれがあり、市民生活の安全に脅威を与える者をいう。）
七　特殊知能暴力集団等（暴力団との関係を背景に、その威力を用い、又は暴力団と資金的な繋がりを有し、構造的な不正の中核となっている集団又は個人をいう。）
八　前各号に掲げる者と次のいずれかに該当する関係にある者
イ　前各号に掲げる者が自己の事業又は自社の経営を支配していると認められること
ロ　前各号に掲げる者が自己の事業又は自社の経営に実質的に関与していると認められること
ハ　自己、自社若しくは第三者の不正の利益を図る目的又は第三者に損害を加える目的をもって前各号に掲げる者を利用したと認められること
ニ　前各号に掲げる者に資金等を提供し、又は便宜を供与するなどの関与をしていると認められること
令和　　年　　月　　日
秋田県知事　あて
住　所　秋田市山王３－１－１ 　　　　　　
氏　名  株式会社　秋田県　　　 　　　　　

　　　代表取締役　秋田　花子        　 ((((((((　
千円未満は切り捨てること。


この日より以前に事業着手（申し込み、支払い）した経費については補助対象外となるため、交付決定日以前に事業着手の必要がある場合は、事前着手届（要綱様式第8号）を提出すること。


なお、交付決定日は７月上旬～下旬を予定。


前年度に実施している場合は、入力すること


役職等は履歴事項全部証明書に記載されているとおり記載すること。


業種のほか、主な製品名や事業内容などを記載する。


解雇の予告を必要とする者を従業員として考える。このため、正社員に準じた労働形態である場合は、パート労働者も従業員として扱う。


著しい損失があった場合はその理由を記載する。借入金や資産状況など分析し、課題又は良好な点を記載する。


審査委員会開催通知や採択・不採択の連絡に必要なため、連絡先を必ず記載すること。


具体的な目標を設定すること。


Ａ欄は、交付要領に記載の対象事業区分１～７のいずれかを記載する。


Ｂ経費区分は、Ａの区分ごとに記載する。


Ｅ欄は、合計欄のみ記載すること。


見積書をとるなどして、根拠のある数字を計上するようにすること。備考欄には、積算と内容がわかるように記載すること


機関名、補助金名称、補助金額を記載すること。その他の支援の場合は、内容を記載すること。





